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社会保障費 給与所得 

1. 55歳以降の収入（所得及び社会保障など含む）推移イメージグラフ【現在】 

※給与所得：厚生労働省「平成28年度 賃金構造基本統計調査」を参照 

（万円） 

（歳） 
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給与所得 

5年間で約35%を高年齢継続給付金、各種年金で行政側から給付 
（現状65歳まで支給を70歳まで支給に引き上げイメージ） 

給与所得 
（継続雇用分） 

75% 

70% 
65% 

60% 
55% 

25% 30% 35% 
40% 45% 

5. 55歳以降の収入（給与所得及び年金など）推移イメージグラフ【提案】 

※給与所得：厚生労働省「平成28年度 賃金構造基本統計調査」より算出 
※66～70歳までの給与所得：61～65歳までの所得の複利（約-4%)から算出 

国民年金 
厚生年金 

高年齢給継続付金 
給付金65歳時の75%ライン 

（歳） 



新たな「機会創出」、「チョイス」を増やす持続可能な仕組みづくり 
 
 

【案】 

現金 
（企業） 

Kポイント 
（行政） 

■年齢による給与の給付割合例 

自治体 非営利ホールディングス 

企業で働きたくない・働けなかった層を 
地域の非営利ホールディングスで雇用 

ポイント 

大 

中 

小 

従事する産業により 
ポイントを設定 
 
<例：課題産業> 
・介護 ・教育 
・交通 ・農業 
・物流 ・小売 

Kポイント発行 

手数料 

現金給与 支払 

労働力 

Kポイント支払 

+ 

健康ポイントの付与（健康保険証） 

地域内の消費を活性化(ポイントは使うもの） 
使われないポイントも財源の１つ 

労働による健康の増進（＝社会保障費の抑制） 

介護 
医療 

教育 

買物 

手数料 

優先診察や優先葬儀に利
用可 


